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はじめに

米国がカリブ海地域１）に乗り出していくのは１９世紀末に遡る［May，１９６８：３］。

それ以前にも米国がこの地域に関心を示す動きとしては、１８２３年に出された「モ

ンロー宣言」、キューバ、ドミニカ共和国併合の動き、中米地峡運河建設計画な

どがあったが、いずれも単発の動きで、米国の国家政策として推進されたとは言

い難い。国民の関心も薄かった。本格的に米国がカリブ海地域諸国との関係を深

くするのは、１８９８年に米西戦争に勝利してからである［麻田、１９７７：７６―７７］。後

の国務長官ヘイ（John Hay）駐英大使は、世紀転換期のこの歴史的な戦争を、「す

ばらしい小戦争“a splendid little war”」と形容した。

この米西戦争は、米国が帝国主義２）列強の仲間入りをするきっかけになったと

いう意味において世界史的な事件であったが、米国とカリブ海地域との関係史の

１）ここで言うカリブ海地域とは、この論文が主に１９世紀末の米国とこの地域の国々との国

際関係史について論じていることから、早くから独立国であった中米５ヶ国、パナマ及び

キューバ、ハイチ、ドミニカ共和国の大アンティル諸島を想定している。従って１９６０年代

以降独立したジャマイカ、ベリーズ、小アンティル諸島及び現在も旧宗主国下にある非独

立地域（米西戦争によって米の自由連合州になっているプエルトリコを含む）は想定して

いない。

日本では、中米とカリブの島々で構成されるカリブ海地域とを一つの地域としてとらえ

る見方は、余り一般的でない。実際両地域の国情も歴史も大きく異なる。しかし米国を基

点にこの地域との関係を見てみると、国際関係（史）上一つの地域としてとらえることが

可能である。米国の「裏庭」と言われる言葉がそれを端的に象徴している。従ってここで

は米国との間で異なる関係史を持つメキシコ、南米大陸カリブ沿岸諸国は対象としていな

い。

２）この論文では、「帝国主義」という言葉を１９世紀末当時使われていたように、アメリカ

合衆国の「植民地獲得のための海外進出」と定義して使う［Harrington，１９３５：２１１］。他

方木谷勤は、帝国主義を「強国が国境をこえて他国あるいは他地域に政治的・経済的支配

や影響力を広げ、それをめぐって国家間の対立が激化する現象」［木谷、１９９７：２４］と定

義し、覇権国家の歴史的興亡というような広義に解釈している。
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出発点になったという意味においても重要な事件であった。２０世紀の米外交史研

究の中で、中南米は傍流の扱いを受けてきたが、この時代だけは唯一中南米が米

外交の表舞台に登場した時代でもある。

２０世紀の米国とカリブ海地域諸国との関係は、超大国と周辺諸国との典型的な

関係であった。カリブ海地域諸国は、好むと好まざるとにかかわらず、米国の外

交政策の直接の影響を受けてきた。そしてその米国の政策は甚だ干渉的であった。

米国は、まず米西戦争で軍政下においたキューバを撤兵するにあたって「プラッ

ト修正条項」によって保護国とし、パナマでは自国の主導下で運河を建設するた

めにコロンビアからの独立を支援し、その後事実上保護国にした。ドミニカ共和

国、ハイチ、ニカラグアに対しては、欧州諸国の干渉を排除するため自国が債務

返済に責任を持つとの理由から関税管理を実施、その後治安を回復するとの口実

で軍事干渉を行った。１９３３年F．ルーズベルト（Franklin D. Roosevelt）大統領

は欧州の雲行きがおかしくなると、中南米諸国の支援を取り付けるために「善隣

外交」を打ち出すが、この軍事干渉を慎むという「善隣外交」も結局一時的なも

のに止まり、基本的にはその後も干渉を繰り返した。戦後の主な事件だけでも、

米国は西半球に左翼政権が誕生するのを阻止し、民主主義を守るという口実で、

グアテマラの左翼アルベンス政権打倒支援（１９５４年）、キューバ人のピッグス湾

侵攻支援（１９６１年）、ドミニカ共和国に対する派兵（１９６５年）、ニカラグアのサン

ディニスタ政権に対する反政府軍「コントラ」の軍事活動支援（１９８０年代）、グ

レナダ（１９８３年）、パナマ（１９８９年）に対する派兵等幾多の軍事干渉を行ってき

３）１８９０年代末に高まった米帝国主義のうねりは、米外交上一時的なもので、１９０３年には沈

静化したという見方がある［Loy，１９７１：２１２，May，１９６８：１４―１５］。また歴史家ビーマス

（Samuel Flagg Bemis）もこの時代を米国の歴史上「大いなる逸脱“great aberration”」

と形容し［ibid．：４］、「１９２０・３０年代には、ラテンアメリカに対する善隣外交の展開、

フィリピンの独立承認政策など、「帝国主義の精算」が進行したと主張している」［高橋、

１９９６：１４５］。それは「帝国主義」の定義の問題で、今日でもカリブ海地域諸国に対する米

国の覇権主義的政策は終わっていない。
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た３）。

米西戦争を契機に始まった米国のカリブ海地域諸国に対する大国主義政策の目

的、原因に関して、これまで（モンロー主義によって）域外国が西半球に進出し

てくるのを阻止するためであるとか、米国にとってパナマ運河、シーレーンなど

カリブ海地域が安全保障上死活的に重要であるためとか、混乱と革命を阻止しこ

の地域の政治的安定を確保するためであるとか、民主主義（と人権）を確保する

ためであるとか、経済的権益の確保のためであるとか、色々な説明付けが行われ

てきた４）。これらの説明は、その時々で比重の置き方に濃淡こそあれ、今日米国

がカリブ海地域諸国に対し干渉する際の理由として、ほぼ定着しているように見

受けられる。

この論文では、米国がはたしてどのような事情と原因、そしてプロセスを経て

カリブ海地域に対する覇権主義的政策の契機となった米西戦争を始めたのかを検

証する。この米西戦争の原因解釈は、米国の外交史研究の中でも最も多くの研究

者の関心を集めたテーマの一つである［LaFeber，１９６８：８９］。既に幾多の先行

研究があり、新たな一次資料を発掘する余地も小さい。しかし様々な見解を一つ

に纏めて考察した仕事は見あたらないので、この論文では、米西戦争の原因に関

する様々な先行研究の解釈をまとめ、コメントと批判を交えながら筆者なりの考

えを導くことにしたい。すなわち米国が上述の対カリブ海地域政策のどの目的と

理由によって米西戦争を始めたのか、当時はまだ確固とした政策と明確なビジョ

ンを持っていなかったとするならば、一体どのような対外政策決定プロセスを経

て参戦したのか、参戦に至るまでの米国内の政治力学を説明する。そして今日の

米国の対カリブ海地域政策のルーツを理解する一助としたい。

この論文は次の様な観点と構成で議論を展開している。

４）ちなみにハント（Michael H. Hunt）は、米国の対外政策におけるイデオロギーを構成す

る三つの要素として、�１世界に自由を積極的に広めるという国家的使命の観念、�２建国の

父たちから引き継がれた他国に対する人種階層的発想、�３米国的規範から逸脱する革命、

特に左の革命に対する敵意をあげている［佐藤、１９８９：２３］。
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まず第一章で、米西戦争の背景となった１９世紀のキューバの歴史を素描する。

その中でなぜキューバが１９世紀初頭大陸のスペイン植民地にならって独立しな

かったのか、１９世紀の米国とキューバの関係、スペインの対キューバ政策、独立

運動に対する米国の態度を説明する。すなわち本論文の舞台となる米西戦争に至

るまでのキューバについて説明する。

次いで第二章で、米国が米西戦争を始めた理由について、「国家間の相互作用」

すなわち伝統的なリアリズムの視点に立つ見解に触れる。これにはキューバ側か

ら見た「熟したフルーツ」の理論とモンロー主義からの解釈がある。しかし参戦

に至るまでの経緯を見ると、これらの解釈ではなぜ米国が参戦したのか、その理

由を充分に説明することができず、米国内の事情も見てみる必要があることを述

べる。

第三章では、これまで研究者が米帝国主義の原因として指摘してきた要因とし

て、一部政治家が帝国主義への道を提唱し世論を誘導したこと、マニフェスト・

デスティニィの歴史を持つ米国が民主主義の普及と領土獲得のために国外に進出

して行ったこと、南北戦争後の産業の発展と海外市場の確保の必要性、１９世紀末

の社会不安を指摘していることを説明する。しかしこれらの国内社会に注目した

説明は必要条件ではあるが、十分条件ではなく、そこで参戦に至る米国内の政治

プロセスと政治力学にも目を向けてみる必要があることを述べる。

そして第四章では、当時米国民の支持を取り付けるために活動していた在米

キューバ人の動き、キューバ独立戦争を大々的に取り上げたイエロージャーナリ

ズム、国民の世論に押されて動き出した議会の動きに触れた後、多数の犠牲者を

出したハバナ港における軍艦メイン号の爆沈事件が契機になって次第に国論が参

戦に収斂していき、慎重な立場を取っていたマッキンレー（William McKinley）

大統領としても、開戦に踏み切らざるを得なかったことを説明する。

そして最後に、今世紀米国がカリブ海地域で進めた膨張主義、その発展形態と

しての覇権主義的政策という観点から、米西戦争がいかなる歴史的意義を持って

いたのかについても付言する。
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１．背景としてのキューバ独立運動

米西戦争のきっかけは、１８９５年２月２４日キューバ人が始めた独立運動であった。

１９世紀初頭アメリカ大陸のスペイン植民地が本国から次々に独立していく中で、

キューバはプエルトリコとともに最後まで植民地の地位に留まった。あまつさえ

大陸での独立運動を鎮圧するための遠征軍の基地にもなった。これは、１８世紀末

までに政治の実権を握ったキューバ人の白人支配層であるクリオーリョ達

［Moreno，１９９５：１５７］が、キューバに野心を抱く欧州列強の支配下に入るくら

いならばスペインの植民地のままでいた方が良いと考えたこと、砂糖農園で働く

アフリカ人奴隷の反乱を恐れ母国スペインの保護を求めたこと、スペインが「西

インド諸島の真珠」と形容されたキューバに大軍を駐留させていたことなどが、

その理由としてある［ibid．：１５９，Portell，１９４９：１５］。

砂糖、コーヒー農園主であるクリオーリョ支配層は、自由独立運動が引き金に

なって奴隷の反乱を招いたフランスの植民地ハイチの様に、経済体制が崩壊する

ことを懸念し、独立に賛成しなかった。しかしそれでも１８０８年頃よりキューバで

も米州大陸の例にならいスペインから分離しようとする動きが一部で始まった。

今日の米・キューバ関係を見ると信じ難いことであるが、１９世紀半ばまでの動き

としては、米国に奴隷制度維持の庇護を期待し、また合衆国の自由に対する憧れ

と経済的利益から米国の一員になろうとする企てが中心であった［Poyo，１９８６］。

キューバの国旗が、１８３６年メキシコから独立を宣言し１８４５年合衆国の一州に併合

された「テキサス共和国」の国旗に酷似しているのは、その名残と言われる

［Moreno，１９９５：２０４］。また１８４８年から５１年までロペス（Narciso López）が独

立を目指して５度に亘りキューバに遠征を試みたのも、米国南部への併合の意図

がその背景にあった［Chaffin，１９９６］。

キューバ人が本格的に独立運動を始めるのは、１８６８年１０月デ・セスペデス

（Carlos Manuel de Céspedes）等がヤラの近くの砂糖農園で独立を宣言してか

らである。キューバ人のナショナリズムや奴隷解放の声も高まってきた。この運
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動は１８７８年２月まで続いたので、「１０年戦争」と呼ばれている。この第一次独立

戦争は、「サンホン合意」によってひとまず終息するが、スペイン本国が１８８０年

に発表した段階的奴隷解放の方針（１８８６年に完全実施）を除き、キューバ人に約

束した自治や貿易の自由化などの改革を認めず、キューバ側に大きな不満を残す

こととなった。また「１０年戦争」後、米国からの投資と貿易が増大し、経済的に

は米国との結びつきが強まる中で、政治的にはスペインの植民地のままでいると

いう矛盾が次第に顕著となり［Carr，１９６６：３８１］、その矛盾の中で１８９５年２月

「バイレの叫び」によって再び独立戦争が始まった。

この戦争を指導したのは、マルティ（José Julián Martĺ y Pérez）、ゴメス

（Máximo Gómez）、マセオ（Antonio Maceo）、ガルシア（Calixto Garcĺa）等

「１０年戦争」のベテラン達であった。就中自由独立の「使徒“El Apóstol”」と

呼ばれるマルティは、「１０年戦争」によって荒廃した国内のタバコ業者がフロリ

ダのキーウェスト、タンパ等に移住していたため、その下でタバコ労働者として

働くキューバ人を１８９２年１月キューバ革命党（Partido Revolucionario Cubano）

に組織し、独立運動の準備を整えた。そしてニューヨークを拠点に米国から資金、

武器、兵員を補給する体制を構築した。マルティは１８９５年４月ゴメスが居を構え

ていたドミニカ共和国のモンテクリスティからキューバに渡り、翌５月バヤモの

東１６キロにあるドス・リオスでスペイン軍の待ち伏せを受けて戦死するが、彼の

意思を継いだゴメス、マセオ、ガルシア等の将軍達はゲリラ戦を継続した。「ブ

ロンズ色のティタン」と言われ、その勇猛果敢ぶりを恐れられた黒人のマセオは、

「トロチャ」と呼ばれた東部を隔絶する大防衛線を突破し、西部大侵攻作戦を展

開するなど、独立軍は「１０年戦争」の反省の上に立って、戦場をキューバ全土に

拡大した。ゴメス最高司令官はキューバ経済とスペインの植民地統治がよってた

つ［Balfour，１９９７：１２］（労働を停止しない）砂糖農園を焼き討ちする作戦を命

じた。その結果砂糖生産は平時の３分の１にまで減少した（但し戦争税を払う農

園には危害を加えなかった）。今度は「１０年戦争」よりはるかに多くの黒人、農

民等下層の住民が独立運動に参加した５）。
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これに対しスペイン本国は、「１０年戦争」当時の総督で「サンホン合意」によっ

て治安を回復することに成功したマルティネス（Arsenio Martĺnez de Campos）

将軍と２２万の軍隊をキューバに派遣した。しかし１８９６年１月マルティネス総督は、

５）米西戦争開戦前のキューバの戦局を巡っては、独立軍が自力で勝利しつつあったのか

［Foner，１９７２：１４２―４３，Pérez，１９９５：１７６］、それとも戦局の見通しがつかず米国の参戦

を心待ちにしていたのか［Healy，１９６３：１７］、はたまたスペインが鎮圧に成功しつつあっ

たのか［Nofi，１９９６：３５］、研究者によって評価が分かれている。

独立軍が勝利しつつあったというキューバ寄りの論理は、だから米国の関与は不要であ

り、米国の参戦は帝国主義に基づくものであったという論に発展する［Detter，１９６４：３５］。

他方で、米軍の参戦がなかったならばキューバは独立できなかったという米国寄りの論理

は、米国の関与を肯定する。米軍の参戦は必要であったのか、不必要であったのか、確か

なことは、西部侵攻を行ったマセオ将軍が１８９６年１２月ハバナの西プンタ・ブラバで戦死し

てからは、独立軍は再び東部に封じ込められるようになり、戦局は膠着状態で、たとえゲ

リラ戦でスペイン軍を苦しめ経済的な損失によって消耗戦を強いたとしても、都市部をか

ためる守備隊や優勢な海軍力を打ち破ることはできず、最終的にスペイン軍をキューバか

ら追い出すことは困難であったということである。その意味で、独立するためには米国が

海戦でスペイン海軍を決定的に打ち破り、スペインの継戦能力と意思をくじくことが必要

であった。他方、「すばらしい小戦争」と形容されるように、比較的米国側の犠牲が少な

く短期間で勝利したことについては、独立軍がスペインに巨額の財政負担を強い、ゲリラ

戦でスペイン軍を徹底的に痛めつけていたからであり、独立軍の功績が大きかったことも

忘れてはならない。

キューバ軍は１８９５年以来多大の犠牲を出して独立戦争を戦ってきた。それにもかかわら

ず、キューバ軍の功績は米国側から正当に評価されたとは言い難い。それを物語る出来事

として有名なのは、ガルシア将軍が、シャフター（William Rufus Shafter）将軍率いる米

陸軍のサンティアゴ・デ・クバ攻略を支援したにもかかわらず、１８９８年７月１６日行われた

スペイン軍守備隊の降伏式に招かれなかったばかりか、知らせても貰えなかったというエ

ピソードである。そこで降伏式の翌日ガルシア将軍は、その不当性をシャフター将軍の良

心に切々と訴える書簡を送り、多くのキューバ人の屈辱感と涙を誘った［Pérez―

Cisneros，１９９７：８０―９２］。キューバ側は、当事者であるにもかかわらず自らの運命を決め

る「パリ講和会議」にも出席させて貰えず、将来に禍根を残すことになった。
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政治合意による解決が困難であると見るや自分には手に負えないと辞任してし

まった。そこで「キューバはスペインのアルザス・ロレーヌであり、スペインの

誇りがかかっている」［Balfour，１９９７：７］と述べたカノバス（Antonio Cánovas

del Castillo）首相は、「１０年戦争」で情け容赦ない鎮圧作戦をとったことで有名

なウェイレル（Valeriano Weyler y Nicolau）将軍をキューバに送った。１８９６年

１０月ウェイレル将軍は、住民の独立軍支援を止めさせるため、住民に８日以内に

軍の支配下にある町に集結することを命ずる「集結キャンプ」作戦を布告した。

ところが都市部では、ただでさえ食料が不足し衛生事情が悪いところへもってき

て多数の農民が流入したため、住環境が著しく悪化した。そして多数のキューバ

人一般市民が飢餓や病気で犠牲となり［Benton，１９０８：２７―３０］、米国のマスコ

ミがこれを誇大に報道したため、米国民の人道主義感情を著しく刺激し同情を集

めた。

１７９０年から１８２０年にかけてキューバでは砂糖、コーヒーの生産が急速に伸び

［Moreno，１９９５：１６０］、１８３０年代には世界一の輸出国となった［ibid．：２００］。

米国は、１９世紀半ばよりキューバ産砂糖を大量に輸入するようになり、キューバ

との貿易関係を強めていたが、特に「１０年戦争」後は、米国資本が事業に失敗し

た砂糖農園を買収するなど、投資も盛んに行うようになった。その最も代表的な

例がシエンフエゴス近くの農園を買収したボストンのアトキンス（Edwin F. At-

kins）で、彼は後に米国政府の対キューバ政策に大きな影響を与えるようになる。

米国人（一部は米国に帰化したキューバ人）の保有するこれらの農園は戦乱の被

害を受け、米国政府に庇護を求めたため、常に米国とスペインとの外交紛争の火

種になった。これに対しスペイン政府は、米国在住のキューバ人達が米国領土か

らキューバに人や武器を送っていることを苦々しく思い、度々米国政府に取り締

まりを要請した。そこでクリーブランド（Grover Cleveland）政府（１８８５―８９，

９３―９７）は１８９５年６月中立宣言を発表し、国民に中立を守るよう訴え、武器密輸

の取り締まりに努めたが、完全には阻止することができず［Benton，１９０８：４２―

４５］、独立戦争中両国間の火種としてくすぶり続けた。米西戦争は、このような
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背景と国際環境の中で、１８９８年４月米国とスペインとの間で戦われることになっ

た。

２．「国家間の相互作用」の視点

世界史は１８７０年代以降第一次世界大戦までを帝国主義の時代と呼ぶ。とりわけ

１９世紀末より２０世紀初頭までは、ヨーロッパ列強（そして米国、日本）が、「未

開」の地アフリカのみならず、政治的に独立国であったトルコ、イラン、中国等

の中東・アジアの植民地化、保護国化を進め、帝国主義が頂点に達した時期と言

われる。米西戦争はそのような時代趨勢の中で、米国が帝国主義に乗り出すフィ

ルムの一コマとして発生した。

米西戦争の原因に関する先行研究には、分析の視点として、「国家間の相互作

用のレベル」でその原因を説明する見方と、米国内社会の変化にその原因を求め

る二つの立場がある６）。「相互作用のレベル」で、米国がどのような考え方に基づ

いて参戦したのかについては代表的な二つの解釈がある。一つはキューバ（そし

てスペイン）で説明されてきた解釈で、「熟したフルーツ」の理論とも言えるも

のである。もう一つは、今日多くの人が余りにも安易に米国の対中南米政策の核

と言い過ぎるモンロー主義からの解釈である。まず米国がこれら二つの理由から

米西戦争に参戦したという見方の妥当性を見てみたい。

�１ 「熟したフルーツ」理論

それでは１８９５年より９８年まで独立戦争を戦ってきた一方の当事国であるキュー

バが、ほとんど公式見解のように説明している「熟したフルーツ」の理論とはど

のような解釈か、それは大凡次のように要約することができる。

米国は歴史的に独立当初からキューバの重要性を認識していた。その国土と資源は豊か

６）対外政策の分析視点については佐藤、１９８９：１０―１３を参照。
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で、地理的に米国に近く、何よりもフロンティアが西に移動する中で、（特に１８０３年ルイ

ジアナ、１８１９年フロリダ購入以後）スペインが南の出口を押さえているのは、ミシシッ

ピー河航行上の妨げになるばかりでなく、交通の要路であるメキシコ湾及び中米運河に対

する脅威になるという意味で、米国にとって不満であり、その帰趨は戦略的に重要なテー

マであった。

１９世紀国力が十分でなかった米国は、未だキューバを併合する機が熟していないとして、

キューバがヨーロッパ列強、特に英国の手に落ちることを懸念し、それならばむしろスペ

インの植民地のままでいるという現状維持の方を望んだ。１８２３年米国が発表した「モン

ロー宣言」も、その真意はキューバの現状維持を求めるという米国の下心であった。１８４０

年米国はキューバに対する野心から植民地キューバ防衛のため、スペインに軍事援助を申

し出た程であった。他方で１８４８年ポーク（James K. Polk）大統領（１８３５―４９）は、スペイ

ンにキューバ購入の可能性を打診し断られたりもした。また南部が北部に対抗するため、

奴隷制を維持していたキューバを併合する動きもあった。１９世紀後半以降キューバは米国

との経済関係を深め経済的に米国の植民地となった。そして米国のキューバに対する野心

は、併合、買収、軍事占領等手段こそ異なれ、歴代政権に受け継がれた米国の基本政策で

あった。１９世紀末になって漸く米国は列強に互する国力を持つようになり、機が熟したと

判断するや、露骨にもキューバに対する帝国主義政策の本性を表した［Guerra y Sá

nchez，１９３５：１３１―６１，Roig，１９５０：３３―４５，Roig，１９５９：３０―５２，Callahan，１８９９］。

キューバの歴史研究者は、米国がジェファソン（Thomas Jefferson）大統領

（１８０１―９）の時代より、キューバを虎視眈々と狙っていた［Guerra y Sánchez，

１９３５：１３１―３４］という論拠として、１８２３年４月２８日新任のネルソン（Hugh Nel-

son）駐スペイン公使宛に出した訓令の中で、アダムズ（John Quincy Adams）

国務長官が、嵐によってリンゴが木から地上に落ちざるを得ないように、キュー

バは米国に引き寄せられざるを得ない［Callahan，１８９９：１２９―３０］と述べた言葉

をしばしば引用する。「熟したフルーツ」の理論の根拠となる有名なアダムズの

「引力の法則」である。そしてキューバ側は、このアダムズの「帝国主義思想」

が長くアメリカ人の考え方の中で受け継がれ、対キューバ政策の根幹になったと
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言う［山岡、１９９６：４―５］。米西戦争の際事実上の宣戦布告となる米議会の「合

同決議」（１８９８年４月）、キューバを事実上の保護国にする「プラット修正条項」

（１９０１年）でもそれがうかがえるという［Roig，１９５０：３３―３６］。

�２ モンロー主義

１８２３年１２月２日、モンロー大統領は、議会に対する年頭教書の中で、次の通り

述べた。

「既存のヨーロッパ諸国の植民地ないし属領地に対して、我々はいささかの干

渉をも試みたことがなく、また将来においても干渉を試みようという意思は持っ

ておらない。しかしながら、すでに独立を宣言してこれを維持し、さらにわが国

がその独立に対して、正義にもとづき、慎重考慮をもって承認を与えた国家に対

して、ヨーロッパの国家がもしこれを圧迫し、またはその運命に拘束を加えるた

め干渉を試みた場合、その強国の何国たるを問わず、我々はこれをもってアメリ

カに対する非友誼的意図を表示するものと見なさざるを得ない」［中屋、１９８８：

１２９］。

これが史上名高い「モンロー宣言」で、後世中南米地域研究者より米国の対中

南米外交の核であるとして必ず言及されるドクトリンである。米国の外交史家

ビーマスも、米国がモンロー主義によって米西戦争を戦いカリブ海地域に乗り出

して行ったと述べている［Bemis，１９６７：１２３］。

それではここで、モンロー主義を理解するために、その意味が変遷していった

過程を見ておきたい。１８２３年当時米国が「モンロー宣言」を打ち出した背景には、

ナポレオンによる欧州の混乱が静まった後、スペインが神聖同盟の後押しを受け

て、独立したばかりの中南米諸国を再び植民地にするおそれがあり、「モンロー

宣言」はそれを阻止することにその眼目があった。他方ロシアの皇帝アレクサン

ドル一世（Aleksandr Pavlovich）が、合衆国の北西海岸に領土的野心を持って

いたことから、その動きを牽制したいという米国側の事情もあった。従ってこの

宣言が発表された当初は優れて防衛的性格が強く、米国として旧大陸のことに口
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出ししない代わりに、ヨーロッパ列強としても新大陸のことには干渉しないこと

を求める米国の一方的な政治宣言であったと言える。実際１９世紀圧倒的な海軍力

を持つ英国を初めヨーロッパ列強は、中南米にしばしば食指を伸ばすが、未だ国

力の充分でなかった米国は、積極的な対中南米外交を展開することができず、中

南米諸国からの要請があったにもかかわらず、援助の手を差し伸べることができ

なかった。

ところが世紀転換期頃より、モンロー主義の旗印の下に、米国は本格的に中南

米に対する干渉を始める。まずベネズエラと英領ギアナとの間の国境画定紛争が

米国内で問題化すると、「試されるモンロー主義“Monroe Doctrine on Trial”」

をモットーに政府の弱腰を非難する議会、マスコミからの圧力もあって［Gren-

ville，１９６６：１２５―６５］、１８９５年７月オルニー（Richard Olney）国務長官は、英国

に対し「今日合衆国はこの（アメリカ）大陸で実質的に主権国であり、その命ず

るところは法である」と高飛車に出た。そして国境紛争を米国の調停によって解

決することを要求する強硬な申し出を行い、これを認めさせた。この出来事は後

世の史家から米国が初めて世界の覇権を握る英国にモンロー主義の実効性を認知

させた事件として評価されている。その後１９０２年には独、英、伊が債務返済を要

求しベネズエラの港湾を封鎖するという事件を起こすと、１９０４年１２月T．ルーズ

ベルト（Theodore Roosevelt）大統領（１９０１―９）は年頭教書の中で、「西半球に

あっては、モンロー主義を堅持する合衆国は、自らは欲しなくても、このような

非行と無力状態とが甚だしい場合には国際警察力の行使を強いられるであろう」

［原典アメリカ史Ⅴ ２２２］と述べ、米国の干渉を正当化するモンロー主義の

「ルーズベルト系論」を明らかにした。こうして１８２３年アダムズ国務長官が起草

してモンロー主義を打ち出した当時は、「アメリカ（大陸）は米州人のもの」で

あり、「アメリカは合衆国のためのもの」ではない［Moreno，１９９５：２０５］とい

う考え方だったのが、次第に「アメリカ（大陸）は合衆国のためのものである」

という意味で解釈されるようになった［Marquand，１９６５：１７，５７］。

このように見てくると、２０世紀米国の対中南米外交の中核を占めるようになっ
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たモンロー主義は、当初は中南米の独立国に対するヨーロッパ列強の干渉を排除

するという防衛的意味で使われていたものが、１９０５年頃を境に中米・カリブ諸国

に対する干渉を正当化する根拠として、また域外の強国が中南米に進出して来る

ことに反対を唱え、中南米地域で覇権を求める根拠としても使われるようになり、

その解釈が変質していったことがわかる［Perkins，１９６３：２７１］。

�３ 二つの解釈の評価

次いで以上二つの解釈によって、米西戦争の原因が説明できるのかどうか、考

察してみる。まず「熟したフルーツ」の理論については、確かにジェファソン大

統領にしても、アダムズ国務長官にしても、キューバに並々ならぬ関心を持って

いたのは事実である。この指摘は正しい。しかしアダムズ国務長官がネルソン駐

スペイン公使宛に訓令を出した当時、長官がどのような考え方を持っていたのか

を見てみると、このアダムズ長官の言葉を根拠に、米国が独立当初よりキューバ

に帝国主義の野心を持っていたと断定するのは、早計過ぎることがわかる。１８２２

年９月に訪米したキューバ代表団が、モンロー（James Monroe）大統領（１８１７

―２５）に、独立して米国への併合の話を持ち出した際、併合すれば英国の出方が

懸念されることから、アダムズ長官は、キューバに同情を示しつつも、スペイン

との道義上の責任もあり、行政府には右申し出を受け入れる権限がないと答え、

キューバからの併合の申し出を丁重に拒絶している［Callahan，１８９９：１２４―２５］。

従ってアダムズ国務長官の言葉を論拠に、米国が１９世紀初めよりキューバを虎視

眈々と狙っていたと判断するには、少し無理がある。当時の米国には英国と争っ

てまでスペインの植民地であるキューバを併合するだけの国力がなかった。

そもそもキューバ研究者の「熟したフルーツ」の理論は、米国が早くからキュー

バに対して野心を持っていたと指摘するだけで、米国が米西戦争によってキュー

バを保護国にし、カリブ海地域で帝国主義の道を歩み始めるに至った政治外交的

理由、経済社会構造上の動機を十分に説明しているとは言い難い。またこの理論

は、現在の米国、キューバ間の不正常な関係を投影して、多分にドグマ的かつイ
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デオロギー過剰の議論になっており、キューバ側の被害者意識が余りにも強く、

後付の考え方であるように思われる。事実はキューバ側にあっても１９世紀半ば米

国への併合を求める動きが多々あり、「１０年戦争」の時代になっても反乱軍の中

で民主主義と自由のシンボルである米国への併合を望む者が多く、当時は未だ米

国に対し反帝国主義を唱える者などいなかったというのが実状であった

［Moreno，１９９５：２４４］。

この「熟したフルーツ」の理論が、米国が早くからキューバを狙っていた理由

として、米国にとってのカリブ海地域の戦略的重要性を指摘しているのは興味深

い。２０世紀の今日、米国にとってこの地域の戦略的重要性は議論の余地のないと

ころである。それでは１９世紀末の米西戦争当時にあって、米国にその認識があっ

たのであろうか。戦略家マハン（Alfred Thayer Mahan）、ロッジ（Henry Cabot

Lodge）上院議員等の帝国主義者によって、この地域の戦略的重要性が叫ばれる

ようになるのは１８９０年代以降のことである［Grenville，１９６６：２２２］。米西戦争

当時はその重要性が指摘され始めて日も浅く、国民のコンセンサスにはなってい

なかった。米国が戦略思想を持って本格的にこの地域に進出を図るのは、米西戦

争に勝利し、パナマ運河建設が決まって、この地域の通商上、軍事上の価値が認

識されるようになってからである。２０世紀の米国の対カリブ海地域政策が、この

地域の戦略的重要性から覇権主義的であるからと言って、「熟したフルーツ」の

理論が言うように１９世紀初頭からその認識があったとは言い切れない。

次いでモンロー主義が米西戦争の原因になったのかどうかを考察してみると、

開戦当時モンロー主義が一部為政者の頭の中にあったのは事実であるとしても

［Tejera，１９７５：８８］、まだ対中南米外交の核としての「モンロー主義の真価を

多くのアメリカ人は漠然と理解しているに過ぎ」なかった［麻田、１９７７：８１］。

実際モンロー主義がカリブ地域に対する列強の干渉を排除し、米国の進出の理由

付けとして盛んに利用されるようになるのは１９０５年以降で、米国内で帝国主義思

想が主流となり、国力が充実し、パナマ運河が建設され、T．ルーズベルト大統

領によって名実ともにカリブ海地域に対する覇権を確実なものとしてからである。
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従って米西戦争当時にあっては未だモンロー主義は国論を統一する旗印にはなり

得なかったのである。そもそもモンロー主義は、ヨーロッパ列強の中南米の独立

国に対する干渉を歓迎しないというのが趣旨であり、その本来の趣旨から言えば

未だスペインの植民地の地位にあったキューバに対しモンロー主義を口実に干渉

を正当化するのは無理があった。米国としては、米西戦争を契機としてカリブ海

地域に帝国主義外交を進める内外の環境を整え、その後モンロー主義を中南米に

対する干渉の錦の御旗にしたというのが実体に近い。

３．国内社会の変化

「国家間の相互作用」の視点から米国が米西戦争に参戦する理由が見つからな

いとなると、世紀末の国内社会の変化、すなわち米国内の社会事情に焦点をあて

てみる必要がある。米国が米西戦争を契機として１９世紀末海外進出に乗り出し始

めることになった原因について、当時の対外政策に影響を及ぼしたイデオロギー

とか国内事情は何であったのか。これまで歴史家によって概ね次のような四つの

原因解釈がなされてきた［May，１９６８：７―１１，Loy，１９７１：２０９―１１，Dob-

son，１９７８：８８―９３］。それぞれの解釈の内容を分析した後、それぞれが米西戦争

参戦の理由として妥当するのか、検証してみたい。

�１ 社会進化論

著名な史家プラット（Julius W. Pratt）は、１９世紀後半社会進化論が広く国民

に受け入れられ、米国が帝国主義に乗り出す大きな原因になったとして、これを

次の様に説明する。

１９世紀後半米国では、英国の哲学者スペンサー（Herbert Spencer）が提唱し「適者生

存は自然法則であり進歩である」とする社会進化論が多くの信奉者を集めた。社会進化論

者達は、あらゆる国家は生存のための果てしない闘争に参加しており、米国も自己の生存

のために戦い、培ったその政治経済力を使って支配圏を拡大して世界の流れに適応するこ
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とが肝要であり、そうしなければ他の列強に遅れをとることになると述べた。１８９０年代半

ば以降マハン、T．ルーズベルト、ロッジ等のオピニオン・リーダー達は、国の発展を海

外進出に求め、列強に遅れをとらないように「帝国主義の道“large policy”」（ハワイの併

合・太平洋・カリブへの進出、海軍力の増強、給炭港の獲得、中米運河の建設、極東を初

め海外市場の確保［Pratt，１９３２：２２３］）を提唱した。特にカリブ海地域は米国にとって

安全保障上喫緊の重要性を持っているとして、キューバに独立戦争が勃発すると、将来中

米運河が建設された暁には、キューバは必ず重要になるとしてその併合を唱導した。そし

て経済界がキューバをめぐってスペインとの戦争に慎重な態度をとっていたため、その声

に耳を傾け開戦に優柔不断な態度をとっていたマッキンレー大統領に圧力をかけた。T．

ルーズベルトはその後大統領になるなど、これらの指導者達がその後も帝国主義を推進す

る原動力となった。また社会進化論はプロテスタント教会にも多くの支持者を集め、カト

リック教徒や異教徒に対する布教が鼓吹され、帝国主義を進める上で一方の旗頭となった

［Pratt，１９３２，１９３４，１９３６］。

他方で社会進化論は、必然的に人種差別意識を内在させており、米国が帝国主

義政策を推進する裏にはアジア、中南米人等に対する蔑視思想があった。多くの

社会進化論者達は、人種的ハイアラーキーの存在を自明の理として承認し、その

頂点にはアングロ・サクソン民族がおり、米国はアングロ・サクソンの国として

多くのライバルと比較して優位な立場にあると主張した。そして政治学者バー

ジェス（John W. Burgess）等は未熟な有色の子供で民主主義の何たるかを知ら

ない中南米人に対し［Hunt，１９８７：５８―６８］、「アンクル・サム」である米国が民

主主義の何たるかを教え、政治的安定を確保するために武力でもって干渉したと

しても、それは何らやましいことと考える必要はなく、むしろ「白人の責務」で

あると説明した。

�２ 「マニフェスト・デスティニィ」

歴史学者マーク（Frederick Merk）は、帝国主義の原因として、オ・サリヴァ

ン（John L. O′Sullivan）が、メキシコから独立したテキサスの併合と英国との
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間で係争になっていた北西部オレゴン地方の国境画定に関し、１８４５年の雑誌の中

で初めて使った「膨張の天命“Manifest Destiny”」の言葉を引いて、１８９０年代

の米帝国主義との関係を次の通り説明する。

米国は、１８９０年代にフロンティアが消滅するまで、西部開拓を通じて「マニフェスト・

デスティニィ」の歴史を持っている。その「膨張の天命」は、自然法の理念に基づき富と

権力を求めて西部の土地を獲得していく（expansion）という側面とアメリカ合衆国人の

能力に優越を感じ、米国の憲法と共和制度並びに民主主義と自由の思想を広めるのが神か

ら与えられた米国の使命（mission）であるという二つの側面を持っている。１８４０年代の

「マニフェスト・デスティニィ」では、テキサスの併合等植民した西部の州をアメリカ合

衆国の政治体制の中に組み入れていくという領土拡張の要素が濃厚であった。その後１９世

紀後半には建国の理念である反帝国主義思想が米国の外交を支配し「膨張の天命」は一時

下火となった。

ところが１９世紀末には、フロンティアの消滅、飽和状態となった国内市場、不況等１８８０

年代末からの国内の諸矛盾、海軍増強論者の宣伝、アングロ・サクソン民族の優越主義等

によって、海外膨張の思想が優勢となった。もっとも１８９０年代の「膨張の天命」は、新た

な州をアメリカ合衆国の中に組み込んでいくという１８４０年代の大陸主義と異なり、カリブ

海、太平洋の島々に対する帝国主義、植民地主義の色彩が濃厚で、全く別の性格のもので

あったが［Merk，１９６３］。

またビーマスは、ターナー（Frederick Jackson Turner）が指摘したようにフ

ロンティアが消滅し、「ニュー・マニフェスト・デスティニィ」が始まった［Be-

mis，１９６７：１２３］と述べ、１８９０年代の帝国主義を１８４０年代の西進運動の形を変

えた再来であるとした。他方プラットは、米国には１８４０年代より西部開拓の歴史

を通じて国境を越えて海外にまで進出していくという伝統があり、実際１９世紀に

入って太平洋に、カリブ海に幾多の領土獲得の試みが行われ、その後一時下火に

なったものの１８９０年代に入って社会進化論の高揚により再びその機運が高まった

と述べている［Pratt，１９５５：３３１―３６］。このように原因が何であれ、１９世紀末米

国が「マニフェスト・デスティニィ」によって帝国主義に乗り出したという考え
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方は依然として根強い。

�３ 産業の発展と海外市場の必要性

「ウィスコンシン学派」のラフィーバー（Walter LaFeber）は、経済面にスポッ

トをあて、帝国主義の原因は米国内に根ざした構造的なもので決して一過性の現

象ではなかったとして、南北戦争前後からの米国の生産性の向上と過剰生産に注

目する。そして１８８０年代から米経済界は海外（特にハワイ、フィリピンを「踏み

石」に中国）市場を求めて帝国主義の道を歩み始めたと説明する。

１８９０年代末の米国の膨張主義は、１８４３―５７年にテイク・オフし、南北戦争後に加速し始

めた産業経済の発展と北東部の企業家・金融資本家に政治の実権が移ったことの当然の帰

結であった。当時ヨーロッパ列強は植民地を獲得し、高い関税障壁によって市場を確保し

ようとした。米国では効率的な機械を使う農業生産、そして工業力の伸長によって過剰生

産が常態になり、商品が国内市場に溢れ、度々不況とデフレに陥った。その恐怖が経済界

をしてまず西部、フロンティア消滅後は海外市場へと経済的勢力圏の獲得に走らせた。ま

た産業経済（寡占）の発展と過剰生産に伴って（特に深刻であった１８８４―８６、９３―９７年の）

不況、失業、労働争議等の社会問題が顕在化し、海外市場を確保し生産力を上げる資本輸

出によってこれらの国内問題を解決する方向で、国民の目を海外に向けさせるためにも、

膨張主義を進める必要があった。経済界の意向に敏感なマッキンレー大統領を始め政治家

達は、彼等の利益のために市場を求めて膨張主義政策を積極的に進めた［LaFeber，１９６３］。

このラフィーバーの帝国主義論は、２０世紀アメリカが推進した帝国的関係を

「門戸開放帝国主義」と名付けたウィリアムズ（William A. Williams）の流れを

くむものである。この「門戸開放帝国主義論」はレーニン（Vladimir Il'ich Lenin）

の『帝国主義論』のように経済決定論ではないが、ウィリアムズは、市場を求め

て進めた海外進出と帝国主義との関係を、「１８９０年代のアメリカの指導者は（中

略）民主主義と社会平和を望んだので、経済不況はこれらの目的を脅かしている

と論じ、経済的海外膨張はこの危険を除去する主要な手段を提供する」［高橋、

１９９６：１４０］と説明した。
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�４ 世紀転換期の社会不安

社会学者ホフスタッター（Richard Hofstadter）は、世紀転換期の社会心理的

側面に焦点をあて、次の通り国民の「心理的危機」が帝国主義に走らせたと解釈

する。

１９世紀末の米国では、経済の成熟化とともに企業の寡占化、巨大化、官僚主義化が進み、

１８９３年から９７年まで続いた大不況が、度重なる激しいストライキと労働者の貧困、多数の

移民の流入と都市のスラム化、汚職、中・西部農民のポピュリスト運動とその挫折、ター

ナーが警告し安全弁の役割を果たしていたフロンティアの消滅によって一層深刻化し、多

数の米国人の心に「心理的危機」を生んだ。この社会的フラストレーションは、一方で「同

情」からポピュリズムなど人道的改革運動を惹起し、他方でマハンの海軍増強主義の影響

もあって、「力」を信奉する好戦的なナショナリズムを勢いづかせることになった。この

ような国民のムードを知ったオピニオン・リーダー達は、国としての自信を回復し、国民

の目を海外にそらすため、英・ベネズエラ国境紛争（１８９５年）、米西戦争、海外領土の獲

得など攻撃的な海外膨張政策を推進した。またハースト及びピューリッツァーの黄色新聞

は、独立運動が勃発すると、キューバ人に対する「同情」をあからさまにするとともに、

社会的心理不安に巧みにつけ込む形で、「力」によって解決しようと米西戦争へ世論を誘

導していった［Hofstadter，１９５２］。

このホフスタッターの解釈は、１９６０年代に登場した「帝国主義の対外膨張が国

内の緊張緩和と国民の統合に役立つという認識」から「帝国主義の成立を国内資

本主義のさまざまな矛盾を外に振り向ける一部支配層の努力から説明」する［木

谷、１９９７：１５］「社会帝国主義論」の考え方と国内の社会矛盾に目を向ける点で

近い。ただホフスタッターとしては、米国の膨張主義の原因として、米国内の体

制の危機とか、階級闘争の激化というような本質論にまで立ち入ることなく、現

象面から世紀転換期の米国社会の様々な「心理的危機」が帝国主義者の唱導する

海外進出の動きを助長したと言いたかったのであろう。
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�５ 四つの解釈の評価

それでは米国はこれらの帝国主義の原因、すなわち国内のイデオロギーとか社

会の事情をもって米西戦争に参戦していったと言えるのであろうか。その答えを

述べる前に一言コメントしておきたいのは、米国が帝国主義という言葉で言い表

される海外への進出、植民地の領有に乗り出すにあたって、その是非が盛んに取

りざたされ、議論が高揚するようになるのは、１８９３年ハワイ併合の問題がイ

シューになって以来であるが［Tompkins，１９７０］、特に１８９８年５月１日ドゥー

イ（George Dewey）提督がマニラ湾でスペイン艦隊を撃滅し大勝利をおさめる

と、その年の夏から秋にかけてフィリピン領有の是非を巡って「帝国主義論争」

が学会のみならず国民の間でも大いに高揚し［Harrington，１９３５：２１３］、１９０３年

頃まで続いた。つまり米西戦争開戦前には、賛否両論議論が百出して帝国主義と

いうことで国論がまとまらず、フィリピンの領有を巡る一大「帝国主義論争」を

経ることによって初めて政策に収斂していったのである。その際反帝国主義の有

識者達が、植民地を求めて武力によって海外に進出することに反対したのは、通

商、憲法、宗教、人道上の理由からではなかった。植民地としての歴史を持つ米

国では、伝統的に「政府というものの根拠は治められる者の同意に基づき、その

権力は本来人民に由来する」という「独立宣言」の主権在民、自主独立の思想が

強く、またリンカーン（Abraham Lincoln）大統領の「ゲティスバーグ演説」に

見られる民主主義やワシントン（George Washington）初代大統領の「告別演説」

に見られるヨーロッパの国際政治の圏外に立つことをアメリカ合衆国の理想とす

る孤立主義の思想が根強く、その「アメリカの理想」を護ろうとしたのである

［ibid．：２１１―１２］。つまり米国には帝国主義推進を擁護する世論に対抗する強力

なイデオロギーが存在したということである。

高橋章は、「世紀転換期という特定の時代の帝国や帝国主義を研究する際には、

レーニン『帝国主義論』は依然として有効であ」るが［高橋、１９９７：２０３］、米国

における帝国主義論の特徴としては、プラットの「アメリカのビジネスは、１８９０

年以来台頭した膨張主義思想に反対であるか、無関心のどちらかであった」とい
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ういわば「ビジネス無罪論」の命題を前提に、「いわゆる〈経済的解釈〉を否定

し、アメリカ資本主義を帝国主義から免罪する」見方が、「アメリカ史家の間で

広く受容され」てきた結果、帝国主義の原因として、「社会進化論の影響を受け

た膨張主義イデオギー、T．ローズヴェルトなど少数の帝国主義集団の精力的で

巧妙な策略、イエロー・ジャーナリズムの扇動、〈自由キューバ〉を支持する世

論の人道的感情と圧力、あるいは１８９０年代の経済不況による大衆の挫折感と欲求

不満、などの要因が強調され」ることになったと述べている［高橋、１９９６：１４５］。

筆者としては、米国で帝国主義の原因を資本主義のせいにするいわゆる「経済

的解釈」が広く受容されなかったのは、プラットの「ビジネス無罪論」が原因で

はなく、この国には本質的にマルクス―レーニン主義パラダイムにつながる思想

を嫌悪する土壌が背景にあったのではないかと見ている。米国には上記ラフィー

バーのように、レーニンの『帝国主義論』に立脚した解釈とは言えないまでも、

帝国主義に対するヒジネス界の貢献を論じた説もある。もっとも経済界が帝国主

義に転換するのは、マニラ湾海戦勝利後戦争のコストがそれ程かからないことが

わかり、株価が上がり、また中国市場との関係からフィリピンの重要性を認識し

てからであり［Pratt，１９３４：１９５］、筆者としても米西戦争との関係では「ビシ

ネス無罪論」をとる。

実際問題として、この「１９世紀の終わりごろ、新しい段階に入った資本主義を

背景として、そこから生まれてくる特色のある国家現象」［中山、１９７５：１７９］と

しての帝国主義の原因について、何か一つだけの要因で説明することは容易でな

い。特に１９８９年ベルリンの壁の崩壊後マルクス―レーニン主義からの解釈に対す

る信頼性が頓に損なわれている時代にあっては、世紀転換期の「帝国主義を資本

主義の独占段階とみるレーニン的パラダイム」［高橋、１９９７：２０３］からのみ見る

のは限界があり、政治、経済、外交ないし戦略的、心理的理由等多面的に見てみ

る必要があると思われる。それでは長いマニフェスト・デスティニィの伝統があ

り、マハン、ロッジ等の一部海外膨張論者が海外市場の必要性と安全保障上の理

由からカリブ海地域の重要性と帝国主義を唱導し、当時国内が社会不安から「心
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理的危機」に陥っていたからといって、それだけで米西戦争参戦の理由を説明で

きるのであろうか。筆者には、それらは直接的な動機としては弱いように思われ

る。それでは開戦に至る真の原因は何か、どういう経緯によって米国は参戦に傾

いていったのか、その回答を引き出すためには、米国内の諸勢力と国論が開戦に

収斂していく対外政策決定のプロセスと政治力学についても注目する必要があり

そうである。

４．国内政治の力学

過度の海外膨張主義の原因について、ミクロ分析の視点から説明する一つのパ

ラダイムがある。すなわちコロンビア大学のシュナイダー（Jack Snyder）は、

帝国主義の原因について、歴史的経験に照らせば、産業化時代の強国の過度の海

外膨張主義は、その国の帝国主義エリート層がその卓越した政治的経済的指導力

や、国家機関のみならずマスコミを使って、自国の安全保障と存続のためには海

外に進出していくことが必要であるという神話化された戦略思想でもって、国内

の諸勢力を説得し、国論を収斂させていくプロセスを経ることが決定的に重要で

あると述べている［Snyder，１９９１：１―６５］。果たして米西戦争の場合にも、こ

の決定的に重要であるという帝国主義エリート層による国論を収斂するプロセス

が作動したのであろうか。そこで次に開戦までの対外政策決定のプロセスと、そ

こに働いた政治力学を分析する。

�１ キューバ側の働きかけ

米国が参戦するに至る経緯を見るためには、米国に亡命していたキューバ人の

活動を無視しては語れない。キューバの独立運動は、前述の通りマルティと

キューバ革命党（PRC）の指導の下に始められたが、マルティの戦死後、米国内

の活動は、１８９５年９月樹立された独立宣言政府の米国における窓口である革命委

員会（PRC代表：Tomás Estrada Palma）が中心となる。革命委員会は、米政
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府の取り締まりの間隙をぬって、独立軍に人と武器、そして数百万ドルに上る資

金を送った［Auxier，１９３９：２９０―９４］。また機関誌「パトリア」によって、スペ

イン軍は残酷非情であるというイメージを流して、米市民のヒューマニズムに訴

え、またスペイン軍は負け戦をしているとの情報を意図的に流すなど、宣伝に努

めた。米国の新聞にとっても革命委員会は貴重なニュースソースであった。革命

委員会はその他全米各地で米国人の親キューバ組織である「キューバン・リーグ」

を組織し、市民のヒューマニズムに訴えかける「同情集会」やコンサートを開催

した［ibid．：２９４―９８］。過大に評価してはならないが、これらの活動を通じて

キューバの独立戦争に対する米国民の支援が徐々に醸成されていったと考えるこ

とができる。

当初革命委員会としては、米政府がキューバへの武器密輸を黙認するという独

立軍寄りの政策をとることを期待して、マスコミ対策によって親キューバの世論

を醸成することに主眼を置く作戦をたてていた。その意図としては、米政府が武

器密輸に目をつぶっていてくれさえすれば、独立戦争に勝てるという目算があっ

た。しかし１８９５年６月クリーブランド大統領が、米国民に対し反乱に加担するこ

とを禁ずる「中立宣言」を発表し、同年１２月年頭教書でそれを繰り返し表明する

と、革命委員会としても方針の転換を図らざるを得なくなった。そのためデ・ケ

サダ（Gonzalo de Quezada）を議会工作のためワシントン駐在のキューバ事務

所代表に任命し、独立を認知させる前段として、キューバ独立派の交戦団体承認

を議会に積極的に働きかけさせた。米国から交戦団体の承認を受けられれば、モ

ラルサポートになるばかりでなく、米国での資金、武器弾薬の調達が容易になる

という計算もあった［True，１９６５：２９９―３０１］。

�２ 米マスコミの過熱報道と議会

ここで世論の動向に大きな影響を与えたマスコミの動きを見てみる。米国のマ

スコミは当初よりキューバの独立運動に大きな関心を持ち、特に１８９５年１２月以降

大々的に報じるようになった［Wisan，１９３４：３７―３８］。過去２０年間で米国のマス
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コミがこれほど関心を持った国際事件もなかったと言われるほどである［ibid．：

３４］。そして一部良識派の新聞は、それはスペインの問題であるとの立場をとっ

たが、概して各紙とも独立運動勃発当初より、旧大陸の時代遅れで腐敗したスペ

インの圧制と搾取に対して自由と独立のために戦っていると見るキューバ側に同

情的であった。同情的ではあったが、しかし当時誰も干渉までは考えていなかっ

た［ibid．：４２―４６］。

１８９５―９８年当時ニューヨークでは、『サン』紙（発行部数１５万）、『ヘラルド』紙

（１０万）、『トリビューン』紙（７．５万）、『イブニング・ポースト』紙（２．５万）な

どの高級紙があり、全国に配信するなど米国の世論を主導していた。特に注目す

べきは大衆向け新聞で黄色紙と言われていたピューリッツァー（Joseph Pulitzer）

の『ワールド』紙とハースト（William Randolph Hearst）の『ジャーナル』紙

で、センセーショナルな記事を売り物に、熾烈な発行部数競争をしていた。そし

て部数を伸ばすためならば、時には無責任なニュースのでっち上げもした。その

最も典型的な例は、過激な見出しで知られる『ジャーナル』紙が１８９７年夏から翌

年初めにかけて大きく取り上げた少女シスネロス（Evangelina Cisneros）事件

である。この少女は、独立運動に加担したかどでピノス島に捕らわれていた父親

の近くに住んでいたところを、彼女の自伝によれば、着任した司令官に自宅で暴

行されそうになり、その際は仲間の助けで難を逃れたが、それが原因で反乱罪で

ハバナの収容所に送られることとなった。ところが捕らわれてから約９ヵ月も

たった１８９７年８月、突如『ジャーナル』紙はこの少女を悲劇の主人公に祭り上げ、

スペインから無罪放免を勝ち取るために、あることないこと書き立てるなどセン

セーショナルな報道を始めた。そして少女救出のためにスペイン本国の摂政クリ

スティーナ（Marĺa Cristina de Habsburgo）王妃に働きかけるように一大キャ

ンペーンを開始した。にもかかわらず世論の関心が薄れ始めると、１０月『ジャー

ナル』紙の記者は収容所から少女を逃亡させ、男装までさせてニューヨークに連

れてきた。そして開店したばかりの超高級ホテル、ウォルドルフ・アストリアに

泊め、着飾らせて大歓迎会を開くなど、少女を独立のヒロインに仕立て上げたの
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で あ る［Pérez―Cisneros，１９９７：２０―２５，Wisan，１９３４：３２４―３１］。こ う し て

ピューリッツァー、ハーストの２人がニューヨークの小さな新聞社を買収した当

座、発行部数が『ワールド』紙１５，０００部（１８８３年）、『ジャーナル』紙１，５００部（１８９５

年）であったものが、『ジャーナル』紙の場合１８９８年２月のメイン号爆沈後には

一時１００万部以上、５月ドゥーイ提督のマニラ湾海戦勝利の時には１６０万部以上ま

で発行部数が伸びた。その原因として、１９世紀末の社会不安によって国民が好戦

的な報道ぶりを受け入れる素地があったとの社会学者ホフスタッターの指摘は傾

聴に値する。

他方、マスコミと世論の動向に敏感な議会も、行政府に対して指導権をとろう

と動き始めた［ibid．：９９―１０２］。１８９５年１２月召集された米議会は、独立運動に同

情する国内世論の高まりの中で、初めて本格的にキューバ問題の審議を開始した。

議員より上程された決議案の多くは、キューバにいる米市民の生命財産の保護や

キューバの現状につき行政府に報告を求めるもの、クリーブランド大統領が打ち

出した中立政策、キューバの交戦状態の承認、独立の認知を求めるものなどで

あった。最も論議を呼んだのは、交戦状態の承認であった。審議の結果、１８９６年

４月両院は、キューバでスペイン政府と独立宣言政府との間で公然たる戦争状態

が存在しており、米国は中立を維持すべきであり、大統領はスペイン政府に斡旋

を申し出ることなどを骨子とする「モーガン・キャメロン決議」を採択した。こ

の決議は交戦団体や独立の承認には触れることなく、共和、民主両党の合意が得

られ易い比較的穏当な内容であった。また両院一致決議であるため行政府を拘束

する力は持たなかった。そもそも第一義的には外交権は行政府にあった。とは言

え決議の採択は、クリーブランド大統領に対して外交的イニシアティブをとるこ

とを促す効果があった。またキューバの独立軍を勇気づけ、スペイン政府に対し

ては圧力として作用した［Offner，１９９２：１７―２２］。なおその際上院本会議で

キューバの独立を求める修正動議に１７票の支持が集まり、議会では親キューバ感

情が強まりつつあることを伺わせた。
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�３ 慎重な米政府と経済界

このような中で行政府の態度はスペインとの関係においてあくまでも慎重で

あった。独立運動によって（特に１８９５年１１月以降［Weigle，１９３９：２０６］）自国

民の利益が度々脅かされるようになると、クリーブランド政権は自国民が被害を

受ける度に証拠を集め、スペイン政府にクレームをつけ補償を求めるなど、その

対策に追われた。これに対しスペイン側からは、米領土からキューバ反乱軍に支

援が行われているとの不満表明があり、１８９５年６月大統領は、自国民の生命財産

を保護し、米国からキューバへの武器や人の流れを阻止するために、国民に対し

反乱に関与することを禁ずる「中立宣言」を発表した（１８９６年７月にも再度宣言）

［Benton，１９０８：３４―３５］。但しこの「中立宣言」は、米政府として独立軍を交

戦団体として承認したものではなく、自国民、外国人を問わず米国内の人間が紛

争に巻き込まれるのを防ぐために、キューバ独立運動に関与することを自重する

ように求めたに過ぎない。その意図としては、交戦団体の承認はスペインに商船

に対する臨検の権利を与えるのでキューバ・米国間の貿易を阻害し、米市民が

キューバに持つ資産に対するスペイン政府の保護を失わせる上に、スペインとの

関係を悪化させるので、慎重な態度を堅持するように求めたものであった

［ibid．：３６―４０］。その背後ではアトキンス等キューバに砂糖農園を持つ米国人

からの強い陳情があった。クリーブランド大統領の考えは、その後アトキンスが

主張するようにキューバに自治を与えることによって問題の解決を図る方向に傾

いていくが［Offner，１９９２：２５］、キューバの独立を承認したり、軍事干渉した

りすることなどは問題外であった［Wisan，１９３４：１００］７）。

他方１８９６年に入って、議会でキューバに対して同情的な両院一致決議が採択さ

７）米政府は、最後までその要件を満たしていないとして、キューバ独立軍政府を交戦団体

として承認しなかった。交戦団体として承認すれば、それは将来的に独立までコミットす

ることになり、行政府としては独立のために戦っているキューバを植民地にすることは能

わないが、その帰趨がはっきりするまでそれを避ける方が外交的に得策であるという判断

があったのではないかと思われる。
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れる可能性が高くなり、政府としても何らかの対応を迫られると、オルニー国務

長官は、決議採択２日後の４月８日（但し日付は大統領が議会決議によって行う

ものではないとの体裁をとりたいと考えたことから、遡って４月４日［Gren-

ville，１９６６：１９０］）、デ・ロメ（Enrique Dupuy de Lôme）駐米スペイン公使宛

に、自治方式によるキューバ問題の解決のために、米国が斡旋する用意があるこ

とを申し出る書簡を送った［Tejera，１９７５：１０６］。但しこの時米政府としては、

スペイン・キューバ間で合意できる内容について具体的な考えがあったわけでは

なく、また独立のために戦っているキューバ人が米国の仲介の申し出を拒否した

場合どういうことになるかについてまで頭を働かせていたわけではなく、その意

味で行政府の議会対策の色彩が強い。

そして１８９７年３月誕生したマッキンレー共和党政権（１８９７―０１）も、ウェイレ

ル総督の「集結キャンプ」作戦が自国民を含め多数の人々に苦しみと財産の損失

をもたらしているとして、６月スペインに抗議するとともに、９月にはウッド

フォード（Stewart L. Woodford）新駐スペイン公使を通じて、米国としてはス

ペインとキューバ植民地の名誉ある問題解決のために斡旋する用意があると、１０

月末という期限付きの申し入れを行った［Offner，１９９２：５７］。

このように就任直後のマッキンレー共和党政権の対キューバ政策は、選挙前の

党綱領で「合衆国政府は、（キューバ）島に平和を回復し独立を与えるために積

極的に影響力を行使し斡旋をすべきである」とうたったこともあり、前民主党政

権のそれと比較して、「よりキューバに同情的で、より議会の意を尊重し、

キューバの内乱と残酷な〈集結キャンプ〉作戦に終止符を打つためにスペインに

圧力をかけることに前向き」であったという違いはあったものの［ibid．：５４］、

自治を与えることによって問題を解決するという考え方や、独立軍を交戦団体と

して認知しない、またキューバの独立不承認、不干渉・中立政策維持という基本

政策の部分で、クリーブランド政権のそれと大差なかったと言える。

その理由としては、マッキンレー大統領がスペインからキューバ問題というお

荷物を引き受けることに懸念を持っていたことに加え、共和党政権と関係が深
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かった東部の経済界が、伝統的にコストのかかる膨張主義に反対か無関心である

上に、スペインと戦争をすることによって折角１８９３―９７年の不況から抜け出し回

復基調にあった経済の繁栄が再び損なわれることに強い危機感を持ち［LaFe-

ber，１９６８：９６，Wisan，１９３４：２８２―８３］、特にマッキンレー大統領当選に大きな

功績があり大統領の自他共に認める友人で助言者のハナ（Marcus Hanna）上院

議員が、開戦に強く反対していたという事情もあった［Pratt，１９３６：２３３―４６，

２５２―５７］。

�４ 米西戦争に向けて加速する歴史の歯車

マッキンレー大統領が進めていたキューバに自治を与えることによって紛争の

終結を図るという解決方式は、１８９７年８月保守タカ派のカノバス・スペイン首相

が無政府主義者によって暗殺され、１０月後任に自由党のサガスタ（Práxedes

Mateo Sagasta）が首相に就任すると、一時うまく行くかに思われた。サガスタ

政権は直ちに米国で悪名の高かったウェイレル総督を更迭し、「集結キャンプ」

作戦を止めさせた。本国が引き続き行政・軍事権を持つ総督を任命する権限を保

持するなど不完全ではあるが、キューバの自治と参政権を認める法律を１１月国会

に上程する王令も公布した。この計画が発表されると、マスコミでは不評であっ

たにもかかわらず、米政府は歓迎の意を表明し、１８９７年１２月の年頭教書でマッキ

ンレー大統領は、この改革路線を支持し、スペインに時間的猶予を与えると述べ

た。

ところが１８９８年１月キューバ自治政府は成立するには成立したが、早くもマッ

キンレー大統領の目論見は立ち行かなくなる。というのもキューバ独立軍側が完

全独立を要求して自治に反対していた中で、１月１２日ハバナでスペイン軍将校に

扇動された［Dobson，１９８８：５３］保守派の暴動が発生し、自治を提唱していた

反ウェイレルの新聞社が焼き討ちされるという事件が発生したからである。この

暴動そのものは小規模であったが、『ジャーナル』紙がその模様を今にも戦争が

始まらんばかりに第１面で「スペインと戦争間近か」と報ずるなど［Wisan，
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１９３４：３７４］、米国のマスコミはこの事件を深刻に受け止め、この事件を契機に

キューバの治安情勢が悪化しているとして、反スペインのセンセーショナルな

キャンペーンを開始した。一部マスコミはキューバ在住の米国人に対する危険を

報じた。議会（特に下院民主党）も再びキューバ問題に関心を持ち始めたが、与

党共和党は交戦団体の承認をかろうじて阻止した。マッキンレー大統領も、自治

による解決が難しいことを認識し始めた。

１８９８年１月２１日リー（Fitzhugh E. Lee）駐キューバ総領事は、暴動が反米で

はなかったにもかかわらず、マスコミが米国人に対する身の危険を報ずる中で、

自国民保護のため（何度めかの）軍艦の派遣要請を本国に打電した。１月２４日デ

イ（William R. Day）国務次官は、内々デ・ロメ駐米公使に親善を目的とした軍

艦のキューバ訪問を打診したところ、強い反対が出なかったので、ハバナから９０

海里のキーウェスト沖に待機中のメイン号をハバナに送ることとした。スペイン

政府は、ウッドフォード米公使がメイン号のハバナ入港をその１２時間後に通報し

てきたことを憤ったが、ことここに至っては親善訪問を受け入れざるを得なくな

り、答礼として最新鋭艦ビスカヤ号をニューヨークに送ることで体裁を整えるこ

とにした。

そうしたところへ、２月９日マッキンレー大統領を侮辱し、スペインの自治に

向けての改革努力の誠意を疑わしめるデ・ロメ駐米公使の個人書簡が、革命委員

会の手の者によって盗まれ、マスコミにリークされるという事件が発生した。事

件そのものは公使の辞任、その後スペイン政府の謝罪によって一応収拾されるこ

とになるが、マスコミはこれを機にスペインに対する敵意を煽った。ところがそ

の興奮が冷めやらない内に、２月１５日夜ハバナ港に停泊中のメイン号が大音響と

ともに爆沈するという衝撃的な事件が発生した。そして３５４名の乗員の内、主に

下士官・水兵２６６名が犠牲になった（日本人のコック、ボーイ７名も犠牲８））。マ

スコミは最初からスペイン犯人説であった。反自治の暴動、デ・ロメ書簡の暴露

という事件によって反スペイン感情が高まっていたところへ、メイン号の爆沈と

いう大事件が起こり、黄色新聞によってスペインの横暴さについて洗脳を受けて
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いた世論は一気に沸騰した［ibid．：３８９］。『ワールド』、『ジャーナル』の両紙は、

連日第一面で好戦的な見出しを揚げて世論を戦争へと扇動し、唯一の解決方法は

キューバの解放独立であるという社説を掲載した。その他の新聞も、慎重な報道

ぶりながらもキューバの独立が必要という判断で一致した。メイン号将兵の犠牲

によってキューバの独立運動が米国とスペインの問題にすり替わったと言える。

自治による解決が挫折した上に、メイン号の爆沈事件が発生し、マッキンレー

大統領としても沸騰する世論を前に、もはや外交努力によって事態を収拾するこ

とが困難になった。最後まで反対していた経済界も、３月半ば頃にはスペインと

戦争しても破滅ということにはならないのではないか、むしろアジアとの通商の

ためには早くキューバ問題に片をつけた方がいいのではないかという考え方が支

配的になってきた［Pratt，１９３４：１７３，LaFeber，１９６８：９６―９７］。

メイン号爆沈事件後米国内のムードは坂を転げ落ちるように開戦へと進む。も

はや誰もこの流れをくい止めることはできなかった。まず３月６日マッキンレー

大統領は、世論を沈静化させるという意味もあって、防衛準備のためという名目

で５千万ドルの予算を議会に要求する一方（３月８日承認）、最後の努力として、

また開戦準備の時間稼ぎとして、スペインにキューバの独立を要求するなど外交

攻勢をかけた。３月２８日メイン号の爆沈の原因は、外部からの水中機雷攻撃で

あったとする海軍事故調査委員会の報告書が議会に提出されると９）、この攻撃は

スペイン側の犯行とされた。国内世論からするとこれ以外の結論はあり得なく、

戦争はもはや不可避となった。大統領は高まる世論と議会からの圧力を背に、４

月１１日スペイン政府とキューバ人との敵対行為を完全に終わらせるために軍事力

を行使して干渉する権限を求めるメッセージを議会に送った。事実上の宣戦布告

である。スペイン政府の一方的停戦措置やヨーロッパ列強、ローマ法王の仲介努

８）２月１５日爆沈したメイン号には９名の日本人がコック、ボーイとして働いていた。その

内７名が犠牲となり［島田、１９７５：１３４］、２名が救助された。遺体が確認された鈴木甲子

太郎は、フロリダ州キーウェストのメイン号犠牲者共同墓地で今も眠っている。
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力も既に遅すぎた。下院は４月１３日採択を行ったが、上院の方は４月１６日

「キューバ共和国」の承認を認める「ターピー修正条項」を含む決議を５１対３７で

採択した（マッキンレー大統領はキューバ独立政府の承認に反対

［McDonld，１９６６：２３７―３８］）。上下両院の決議が「キューバ共和国」を承認す

るか否かで異なったため、両院協議の末、４月１９日米国としてキューバを植民地

にしないという「テラー修正条項」を付して採択された（翌日大統領が署名）。

これに対し４月２４日スペインからの宣戦布告があり、翌日米議会は４月２１日に

遡って宣戦布告を決議した。

このように「国内の複数のアクター間の政治過程の産物」［佐藤、１９８９：１３１］

である開戦に至るまでの経緯を子細に見てみると、当初より利益団体としての亡

命キューバ人、帝国主義を唱えるオピニオン・リーダー達や、黄色紙を筆頭にマ

スコミ及び議会がキューバ干渉に非常に積極的であるのに対し、行政府、経済界

が慎重な姿勢を維持していたという構図が見えてくる。しかしそのマッキンレー

大統領も、１８９８年１月にハバナで反自治の暴動が起こり、あてにしていた自治方

式による解決のスキームが挫折すると、大統領としても高まる世論に抗し切れず、

次第に慎重な態度を維持することが困難になって行ったことが見て取れる［Mor-

gan，１９６３：３５３］。２月に立て続けに起こったデ・ロメ書簡の暴露、メイン号の

爆沈事件は世論という火に油を注ぎ、大統領としても開戦への流れを変えること

９）メイン号の爆沈の原因について、海軍事故調査委員会は外部からの水中機雷攻撃による

と報告し、スペイン犯人説を強くにおわせた（これに対しスペイン側は機雷説を否定）。

爆沈の原因については、その後も種々論議を呼んだが、最近ではリックオーバー（Hyman

Rickover）米海軍提督が、メイン号の残骸を引き上げ、１９１２年ハバナ沖に投棄する前に

撮った写真などを基に、専門家が再調査した結果として、メイン号は機雷によって爆沈し

た証拠はないとして、搭載していたれき青炭の自然発火が弾薬庫に引火した可能性が高い

と結論付けた［Rickover，１９７６］。最終的には未だ確たる結論は出ていないが、いずれに

しても米国として、開戦にはスペインの犯行である必要があった。なおキューバ政府の公

式見解は米国犯人説である［Moreno，１９９５：２８５］。
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はもはや不可能となった。最後は経済界も開戦やむなしに傾いた［Gould，１９７９］。

従って１８９８年１月頃が分水嶺で、事態はマッキンレー大統領の手を離れ、歴史の

歯車が開戦に向けて加速的に回転し始め、国内の諸勢力の考えがキューバ干渉で

一致していったと言える。

�５ 結論として〈決定的に重要であった国論統一のプロセス〉

黄色新聞によって戦争熱が高まる中にあったとはいえ、たとえ独立のために戦

うキューバ人に対する同情を持っていたとしても、当初米国としてスペインとの

間で戦争をするだけの説得力ある理由を持ち合わせていなかった。むしろマッキ

ンレー大統領としては、戦争によって繁栄が失われることを懸念する東部経済界

の声に耳を傾け、また砂糖資本をはじめキューバにある自国民の生命財産を保護

する必要もあって、スペイン政府との関係維持に腐心し、開戦には慎重であった。

また帝国主義の国際環境の中にあっても、米国では主権在民、自主独立、民主主

義という反帝国主義の思想とヨーロッパの横暴な専制政治から「光輝ある孤立」

を守るという伝統が根強く、それまで平和を享受してきた国民の意識としても、

キューバの独立に対する同情だけで戦争を始めるほど熟してはいなかった。

他方でそうした中にあって、ヨーロッパ列強を範として米国内でも帝国主義に

乗り出す機が熟しつつあったことは注目して良い。長い西部開拓のマニフェス

ト・デスティニィの歴史を持ち、南北戦争後の国内の工業力の飛躍的発展によっ

て中国など市場確保の必要性が高まっていた。１９世紀後半の米国では、資本主義

発展の思想的バックボーンとして、スペンサーの「社会進化論」が幅広い支持を

得ていた。「社会進化論」は強い者が弱い者を支配するというのは社会の発展の

ために善であるという考え方であって、それが対外的には「白人の責務」として

肯定された。布教という宗教的情熱も高まった。列強がアジア、アフリカで帝国

主義政策を進める中で、マハン、ロッジ、T．ルーズベルト等の帝国主義者達は、

声高に海外進出を叫んでいた。１８８０年代から海軍の増強が始まり、列強に伍して

帝国主義競争に乗り出すだけの物理的準備も整うなど国力も充実しつつあった。
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その海軍の増強は各地に給炭港を必要としていた。

しかし米国内で海外進出に向けてこのような条件が整いつつあったからと言っ

て、それを直接原因として米国が米西戦争に参戦したわけではない。そこには参

戦に向けて米国内で一定の対外政策決定のプロセスを経る必要があった。米国の

マスコミは、当初より自分の庭先で独立戦争を始めたキューバに同情的であった。

「集結キャンプ」作戦で苦しむキューバ人に対する判官贔屓的な［Wisan，１９３４：

９６］人道主義もあったが、自らイギリスの植民地から独立した歴史を持ち、反植

民地主義と自由を伝統とする米国民が［May，１９６８：３］、キューバ人に同情的

であったとしても不思議ではない。さらにキューバはカリブ海路上要衝の地にあ

ることから将来中米運河が建設されれば益々重要になることは明らかであった。

マスコミ、特に黄色新聞は、世紀転換期の社会的フラストレーションに乗じる形

で、キューバの独立戦争に対する同情をセンセーショナルに報道した。好戦的な

報道は国民のストレスのはけ口になった。キューバに同情的な世論の後押しを受

け、海外進出を唱える議員達の声は、議会の流れをキューバ寄りに導き、中立政

策をとる行政府に対する圧力となった。国内世論は徐々に反スペインの姿勢を強

めていった。歴史という歯車が戦争に向けて回転し始めたのである。それでも開

戦に向け米国の国論が統一されるためには、何らかの弾みが必要であった。そこ

に１８９８年２月メイン号の爆沈事件が発生した。２６６名の将兵が死亡したこの事件

は、交戦派にとってキューバ人の独立運動を米国とスペインとの戦争にすり替え

る格好の口実となった。「メイン号を忘れるな、くたばれスペイン！」の合い言

葉は全国津々浦々にこだました。慎重な立場をとっていたマッキンレー大統領と

しても、こうなっては沸騰する世論を押さえることができなくなった。ウイサン

（Joseph E. Wisan）はハーストがニューヨークで黄色新聞の熾烈な販売競争を

しなかったならば、米西戦争は起こらなかったであろうと述べている［Wisan，

１９３４：４５８］。そこまで黄色新聞が影響力を持っていたかどうかについては疑問が

残るにしても、米西戦争開戦に至るまでには、シュナイダーが指摘するように、

国内の諸勢力の意見が一つに収斂していくプロセスを経ることが決定的に重要で
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あったことは事実である。

しかしここで注意すべきは、米西戦争の場合、帝国主義を唱える膨張主義支配

層が未だ十分な力を持っていなかったために、安全保障と生存のためには帝国主

義が必要であるという神話でもって国論を統一していくという能動的経過を経る

よりも、キューバの独立戦争に対する同情とか、旧大陸が自分の庭先で植民地で

あるキューバに勝手なことをしていることに対する反発等、多分に感情的対応や、

メイン号の爆沈等偶発的な事件の展開に引っ張られるように事態が発展していっ

たことである。いずれにしても、米国が帝国主義の第一歩といわれる米西戦争に

乗り出す政策決定までには、国力やイデオロギー面のみならず、この対外政策決

定のプロセスも理解することが重要である。域外国（特に共産主義）の西半球に

対する干渉の排除、戦略的重要性から隣接するカリブ海地域の確保、地域の政情

安定と民主主義の促進など、２０世紀になって米国がこの地域に対して進める政策

のビジョンは、未だできあがってはいなかった。しかしたとえ哲学はできていな

くても、歴史の歯車はそれを待っていなかったのである。

おわりに

米国が未だ明確なカリブ海地域諸国に対する政策とビジョンを持っておらず、

また列強に互して帝国主義的意図から版図の拡大をめざして米西戦争を始めたの

ではない［Pratt，１９５５：３３１］からと言って、この米西戦争がその後の米国のカ

リブ海地域に対する覇権主義的政策と無関係というわけではない。米国はこの戦

争をきっかけにハワイ、フィリピン、グァムの併合乃至植民地化を進めるなど、

国内のムードが一変したこともあって［May，１９６８：５―６］、カリブ地域に対す

る帝国主義政策を積極的に押し進めるようになる。ドゥーイ提督のマニラ湾海戦

勝利後、経済界は中国市場の重要性に改めて気付き、帝国主義を支持するように

なった。また宗教界は布教に熱意を示した［Pratt，１９３６：２７３］。マハン、ロッ

ジ、T．ルーズベルト等の帝国主義者達は、１８９０年代初めより将来建設されるで
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あろう中米運河の必要性からも、米国に隣接するカリブ地域の戦略上の死活的重

要性を声高に唱えていた。そして時代を経るとともに、カリブ海地域では経済的

動機よりも益々安全保障上の重要性が強調され、モンロー主義を旗印に覇権の確

保が唱えられるようになる。米西戦争は米国内でカリブ海地域に対する覇権主義

的政策のコンセンサスを作る上で重要なテコの役割を果たしたと言える。

２０世紀に入って米国は、キューバの保護国化、パナマ運河の建設、ハイチ、ド

ミニカ共和国、ニカラグアの関税管理と軍事干渉など、歴史的事実を一つ一つ積

み重ねていく中で、今日の対カリブ海地域政策を形成することになる。米西戦争

は、今日の米国の対カリブ海地域政策の出発点として、またその方向性を決めた

という意味で、特に結果において重要な戦争であったと言える。

（筆者は在ドミニカ共和国大使館参事官）
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